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新
興
国
と
の
問
題
意
識
共
有

　
C
O
P
26
は
英
グ
ラ
ス
ゴ
ー
に
お
い
て

開
催
さ
れ
、
温
暖
化
対
策
の
国
際
枠
組
み

「
パ
リ
協
定
」
の
目
標
達
成
に
向
け
た
議

論
な
ど
が
行
わ
れ
る
。
15
年
に
採
択
さ
れ

た
パ
リ
協
定
で
は
、「
世
界
的
な
平
均
気

温
上
昇
を
産
業
革
命
以
前
に
比
べ
て
2
度

よ
り
十
分
低
く
保
つ
と
と
も
に
、
1
・
5

度
に
抑
え
る
努
力
を
追
求
す
る
こ
と
」
を

目
標
に
、
新
興
国
を
含
む
す
べ
て
の
締
結

国
が
G
H
G
排
出
削
減
に
向
け
て
取
り
組

む
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
。
18
年
に
、
国
連

の
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル

（
I
P
C
C
）
が
「
1
・
5
度
特
別
報
告
書
」

を
公
表
し
、
気
温
上
昇
を
1
・
5
度
以
内

に
抑
え
る
こ
と
の
重
要
性
を
指
摘
し
た
こ

と
を
受
け
て
、
近
年
は
、
主
要
国
に
お
い

て
、
長
期
的
な
目
標
を
パ
リ
協
定
で
は
努

力
目
標
で
あ
っ
た
1
・
5
度
以
内
（
1
・

5
度
目
標
）
に
引
き
上
げ
る
動
き
が
広
が

っ
て
い
る
。
1
・
5
度
目
標
の
達
成
に
必

要
な
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
宣

言
し
て
い
る
国
は
す
で
に
1
2
0
カ
国
を

超
え
て
お
り
、
わ
が
国
も
昨
年
10
月
に
菅

義
偉
前
首
相
が
所
信
表
明
演
説
の
中
で
行

っ
た
。

　
も
っ
と
も
宣
言
し
た
国
は
先
進
国
が
中

心
で
あ
り
、
新
興
国
に
お
け
る
取
り
組
み

は
遅
れ
て
い
る
。
実
際
、
G
H
G
排
出
量

上
位
5
カ
国
の
う
ち
、
新
興
国
で
あ
る
1

位
の
中
国
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

目
標
を
10
年
遅
い
60
年
に
設
定
、
3
位
イ

ン
ド
と
4
位
ロ
シ
ア
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
に
関
す
る
宣
言
を
し
て
い
な
い
。

本
年
に
入
り
、
米
国
主
催
の
気
候
変
動
サ

ミ
ッ
ト
（
首
脳
会
議
）
や
、
先
進
7
カ
国

（
G
7
）
気
候
・
環
境
相
会
合
／
首
脳
会
議
、

20
カ
国
・
地
域
（
G
20
）
気
候
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
相
会
合
な
ど
で
気
候
変
動
問
題
が
議

論
さ
れ
て
き
た
が
、
と
り
わ
け
新
興
国
を

含
む
G
20
気
候
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
相
会
合
で

は
合
意
形
成
が
難
航
。
G
7
の
声
明
文
で

コ
ミ
ッ
ト
（
約
束
）
さ
れ
た
50
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
が
G
20
気
候
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
相
会
合
の
声
明
文
で
は
言
及
さ
れ
な

か
っ
た
。

　
世
界
の
G
H
G
排
出
量
に
お
け
る
日
・

C
O
P
26
、進
む
か
50
年
排
出
ゼ
ロ

新
興
国
へ
の
取
り
組
み
支
援
不
可
欠

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部

金
融
リ
サ
ー
チ
セ
ン
タ
ー
副
主
任
研
究
員

大
嶋
秀
雄

外交・国際

　
10
月
末
か
ら
英
国
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で
国
連
気
候
変
動
枠
組
み
条
約
第
26
回
締
約
国
会
議
（
C
O
P
26
）
が
開
催
さ
れ
る
。

主
要
国
で
は
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
温
室
効
果
ガ
ス
〈
G
H
G
〉
排
出
量
実
質
ゼ
ロ
）
を
目
指
す
動
き

が
広
が
っ
て
い
る
が
、
経
済
へ
の
マ
イ
ナ
ス
影
響
の
懸
念
等
か
ら
、
G
H
G
を
多
く
排
出
す
る
新
興
国
の
取
り
組
み
が
遅

れ
て
い
る
。
C
O
P
26
で
は
、
新
興
国
を
含
む
世
界
全
体
が
足
並
み
を
そ
ろ
え
て
、
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向

け
た
一
歩
を
踏
み
出
せ
る
か
ど
う
か
が
注
目
さ
れ
る
。
新
興
国
に
野
心
的
な
G
H
G
排
出
量
削
減
目
標
の
設
定
を
促
す
た

め
、
①
先
進
国
か
ら
新
興
国
へ
の
技
術
移
転
等
を
促
す
仕
組
み
（
い
わ
ゆ
る
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
）
の
構
築
②
先
進
国
か

ら
新
興
国
へ
の
資
金
支
援
の
拡
大
③
脱
炭
素
に
向
け
た
具
体
的
な
道
筋
の
検
討
─
が
求
め
ら
れ
る
。

お
お
し
ま
・
ひ
で
お
　
京
都
大
理
学

部
卒
。08
年
三
井
住
友
銀
行
入
行
、日

本
総
合
研
究
所
調
査
部
、日
興
リ
サ

ー
チ
セ
ン
タ
ー
理
事
長
室
、三
井
住

友
銀
行
リ
ス
ク
統
括
部
な
ど
を
経
て
、

20
年
8
月
現
職
。専
門
分
野
は
金
融
、

内
外
マ
ク
ロ
経
済
。
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米
・
欧
州
連
合
（
E
U
）
の
割
合
は
約
4

分
の
1
（
18
年
）
に
す
ぎ
ず
、
す
で
に

G
H
G
の
多
く
が
新
興
国
の
排
出
と
な
っ

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
新
興
国
の

取
り
組
み
な
し
に
世
界
全
体
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
は
達
成
で
き
な
い
。

C
O
P
26
で
は
、
新
興
国
と
問
題
意
識
を

共
有
す
る
と
と
も
に
、
新
興
国
を
含
む
世

界
全
体
と
し
て
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
に
向
け
た
一
歩
を
踏
み
出
せ
る
か
が

重
要
と
な
る
。

マ
イ
ナ
ス
影
響
へ
の
懸
念

　
新
興
国
が
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を

急
ぐ
こ
と
に
難
色
を
示
し
て
い
る
の
は
、

「
温
暖
化
の
責
任
は
産
業
革
命
以
降

G
H
G
を
多
く
排
出
し
て
き
た
先
進
国
が

負
う
べ
き
だ
」
と
い
っ
た
先
進
国
へ
の
反

発
が
根
強
い
こ
と
に
加
え
て
、
社
会
イ
ン

フ
ラ
が
未
整
備
だ
っ
た
り
、
資
金
・
技
術

が
不
足
し
て
い
た
り
、
多
く
の
課
題
を
抱

え
、
急
速
な
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
が
経

済
成
長
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
及
ぼ
す
懸

念
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
た
め
で
あ
る
。

　
気
候
変
動
や
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
に

伴
う
経
済
へ
の
マ
イ
ナ
ス
影
響
は
「
気
候

関
連
リ
ス
ク
」
と
総
称
さ
れ
、
そ
の
う
ち
、

温
暖
化
に
伴
う
風
水
害
や
山
火
事
、
海
面

上
昇
等
に
よ
る
被
害
を
「
物
理
的

リ
ス
ク
」、
炭
素
価
格
等
の
法
規

制
や
脱
炭
素
に
伴
う
既
存
技
術
・

資
産
の
陳
腐
化
（
座
礁
資
産
化
）、

新
技
術
開
発
の
失
敗
な
ど
に
よ
る

経
済
影
響
を
「
移
行
リ
ス
ク
」
と

い
う
。
も
っ
と
も
、
気
候
関
連
リ

ス
ク
は
、
不
確
実
性
が
高
く
、
波

及
経
路
も
複
雑
で
、
前
例
も
な
い

た
め
、
現
状
、
十
分
に
把
握
で
き

て
い
な
い
。
気
候
関
連
リ
ス
ク
に

関
す
る
広
範
な
影
響
分
析
の
取
り

組
み
の
一
つ
と
し
て
、
各
国
の
金

融
当
局
等
が
組
織
す
る
気
候
変
動

リ
ス
ク
等
に
係
る
金
融
当
局
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
（
N
G
F
S
）
に
よ
る
「
気
候

シ
ナ
リ
オ
」
が
あ
る
。
N
G
F
S
は
、
気

候
・
経
済
モ
デ
ル
等
を
用
い
て
気
候
関
連

リ
ス
ク
の
経
済
影
響
を
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
し
た
気
候
シ
ナ
リ
オ
を
公
表
し
て
お
り
、

今
年
6
月
公
表
の
最
新
版
で
は
、
図
表
1

の
通
り
、
物
理
的
リ
ス
ク
に
影
響
を
与
え

る
「（
産
業
革
命
以
前
か
ら
今
世
紀
末
ま

で
の
）
気
温
上
昇
」、
移
行
リ
ス
ク
に
影

響
を
与
え
る
「
気
候
変
動
対
策
の
進
め
方

や
地
域
差
」、「
技
術
革
新
の
ス
ピ
ー
ド
」

「
二
酸
化
炭
素
（
C
O2
）
除
去
（
C
D
R
）

の
利
用
状
況
」
な
ど
の
違
い
か
ら
、
六
つ

の
シ
ナ
リ
オ
が
示
さ
れ
て
い
る
。
各
シ
ナ

リ
オ
の
経
済
影
響
を
み
る
と
、
シ
ナ
リ
オ

②
「
無
秩
序
な
50
年
脱
炭
素
」
で
は
、
深

刻
な
移
行
リ
ス
ク
の
顕
在

化
に
よ
っ
て
20
年
代
前
半

に
経
済
が
大
幅
に
減
速
し

て
い
る
（
図
表
2
）。

N
G
F
S
は
、
経
済
減
速

の
原
因
に
つ
い
て
、
炭
素

価
格
の
産
業
間
の
政
策
調

整
が
十
分
に
行
わ
れ
な
い

こ
と
で
特
定
セ
ク
タ
ー
に

大
き
な
負
荷
が
か
か
る
こ

と
が
主
因
で
あ
る
と
説
明

し
て
い
る
。
新
興
国
が
懸

念
し
て
い
る
の
は
、
こ
の

よ
う
な
深
刻
な
移
行
リ
ス
ク
が
顕
在
化
す

る
シ
ナ
リ
オ
で
あ
ろ
う
。

　
一
方
で
、
温
暖
化
の
影
響
は
あ
ら
ゆ
る

地
域
に
及
ぶ
た
め
、
新
興
国
に
と
っ
て
も

無
視
で
き
な
い
問
題
で
あ
る
。
N
G
F
S

シ
ナ
リ
オ
の
う
ち
、
気
候
変
動
対
策
を
講

じ
ず
に
温
暖
化
が
進
行
す
る
シ
ナ
リ
オ
⑥

「
対
策
な
し
」
を
み
る
と
、
新
興
国
の
多

い
低
緯
度
地
域
で
深
刻
な
物
理
的
リ
ス
ク

が
顕
在
化
し
て
お
り
、
む
し
ろ
新
興
国
の

方
が
温
暖
化
に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
の
経
済
影

響
を
強
く
受
け
る
こ
と
が
分
か
る
（
図
表

3
）。

　
深
刻
な
移
行
リ
ス
ク
の
顕
在
化
を
回
避

し
て
、
円
滑
に
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
単
に
新
興

（注）アミ掛けはNGFSのリスク評価（濃い：高リスク、アミなし：中リス
ク、薄い：低リスク）。気温上昇は、産業革命以前から21世紀末まで
の気温上昇。気候政策の地域差とは、特定国・地域での強い気候政
策の導入を表す。各国の排出削減目標は2020年12月時点。CDR
は二酸化炭素除去技術。

（出所）NGFS「NGFS climate scenarios for central banks and 
supervisors」（2021年６月）

〈図表1〉NGFS気候シナリオの特徴
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早期、
円滑
2030年
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不十分な
対策
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急速

急速

緩やか

2030年
以降急速

遅れ
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程度

低水準
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程度

低水準

低水準

低水準

①

②

③

④

⑤

⑥

物理的リスク
シナリオ 気温

上昇 進め方
技術革新 CDR

地域差

移行リスク
気候変動対策

（注）NiGEM NGFS v1.21モデル。2011年PPP米ドル換
算。ベースラインシナリオは従来の成長が維持される
気候関連リスクのほとんどないシナリオ。

（出所）NGFS「NGFS Scenario Data NIGEM V2.0」
（2021年６月）

〈図表2〉各シナリオの経済影響
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①
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⑤各国の排出削減目標

②

②無秩序な 2050年脱炭素

④

④無秩序な移行

（％ポイント）
（実質GDPのベースラインシナリオからの乖離）

（年）
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国
に
対
応
を
急
が
せ
る
の
で
は
な
く
、
気

候
変
動
対
策
を
講
じ
な
い
場
合
に
生
じ
る

物
理
的
リ
ス
ク
に
つ
い
て
認
識
を
共
有
し
、

先
進
国
と
新
興
国
が
連
携
し
て
、
世
界
全

体
の
G
H
G
排
出
量
を
着
実
に
減
ら
し
て

い
く
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
（
移
行
）
の
道
筋

を
明
確
化
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
言
え

る
。新

興
国
巻
き
込
む
仕
組
み
づ
く
り

　
C
O
P
26
に
お
い
て
、
世
界
全
体
が
50

年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
か
う
た

め
に
は
、
新
興
国
に
関
す
る
議
論
を
進
め

る
こ
と
が
重
要
と
言
え
る
。
具
体
的

に
は
、
新
興
国
が
G
H
G
排
出
削
減

目
標
の
引
き
上
げ
を
受
け
入
れ
る
か

ど
う
か
で
あ
る
。
パ
リ
協
定
で
は
、

全
て
の
締
約
国
は
、
G
H
G
排
出
削

減
目
標
を
「
国
が
決
定
す
る
貢
献

（
N
D
C
）」
と
し
て
5
年
ご
と
に
提

出
・
更
新
す
る
義
務
が
あ
り
、

C
O
P
26
に
向
け
て
各
国
は
N
D
C

の
見
直
し
を
求
め
ら
れ
て
い
る
。
現

状
、
N
D
C
と
パ
リ
協
定
の
長
期
目

標
と
の
間
に
は
乖か

い

離り

が
あ
り
、
段
階

的
に
N
D
C
を
引
き
上
げ
て
い
く
こ

と
で
、
長
期
目
標
の
達
成
を
目
指
す

枠
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
先
に
述
べ

た
N
G
F
S
の
気
候
シ
ナ
リ
オ
に
お

い
て
も
、
20
年
末
時
点
の
N
D
C
が
達
成

さ
れ
る
前
提
の
シ
ナ
リ
オ
⑤
「
各
国
の
排

出
削
減
目
標
」
が
想
定
す
る
気
温
上
昇
は

2
・
5
度
と
な
っ
て
お
り
、
パ
リ
協
定
の

長
期
目
標
は
達
成
で
き
て
い
な
い
。

C
O
P
26
に
向
け
て
は
、
新
興
国
が
ど
の

程
度
野
心
的
な
G
H
G
削
減
目
標
を
掲
げ

る
か
が
焦
点
と
な
ろ
う
。
そ
の
上
で
、

C
O
P
26
で
は
、
新
興
国
に
お
け
る

G
H
G
排
出
削
減
を
進
め
る
た
め
に
、
以

下
の
三
つ
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
と
な

る
。

　
一
つ
目
と
し
て
、
先
進
国
か
ら
新
興
国

へ
の
技
術
移
転
等
を
促
す
た
め
の
仕
組
み

の
構
築
が
挙
げ
ら
れ
る
。
C
O
P
で
は
締

約
国
間
の
協
力
に
関
す
る
ル
ー
ル
策
定
に

向
け
た
議
論
が
続
け
ら
れ
て
お
り
、
先
進

国
の
技
術
移
転
に
よ
り
新
興
国
で
G
H
G

排
出
量
が
削
減
さ
れ
た
場
合
な
ど
に
、
当

該
G
H
G
削
減
量
を
新
興
国
か
ら
先
進
国

に
移
転
す
る
仕
組
み（
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
）

な
ど
が
検
討
さ
れ
て
い
る
（
図
表
4
）。

も
っ
と
も
、
G
H
G
削
減
量
が
移
転
さ
れ

る
こ
と
で
新
興
国
は
G
H
G
排
出
削
減
目

標
の
達
成
が
難
し
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
、

ま
た
先
進
国
サ
イ
ド
の
自
国
内
で
の

G
H
G
削
減
意
欲
が
失
わ
れ
る
可
能
性
も

指
摘
さ
れ
る
な
ど
、
合
意
形
成
は
難
航
し

て
お
り
、
前
々
回
の
C
O
P
24
か
ら
結
論

が
先
送
り
さ
れ
て
い
る
。
新
興
国
の

G
H
G
排
出
削
減
を
進
め
る
上
で
は
、
先

進
国
の
技
術
移
転
に
一
定
の
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
を
与
え
る
こ
と
が
有
効
で
あ
る
こ
と

は
間
違
い
な
い
。
わ
が
国
で
も
、
独
自
の

取
り
組
み
と
し
て
「
二
国
間
ク
レ
ジ
ッ
ト

（
J
C
M
）」
を
13
年
に
導
入
し
、
新
興
国

の
G
H
G
排
出
削
減
支
援
に
実
績
を
挙
げ

て
い
る
。
C
O
P
26
で
は
、
技
術
移
転
等

を
促
す
仕
組
み
に
係
る
議
論
の
進
展
が
期

待
さ
れ
る
。

　
二
つ
目
と
し
て
、
資
金
目
標
（
先
進
国

か
ら
新
興
国
へ
の
資
金
支
援
）
の
引
き
上

げ
が
あ
る
。
パ
リ
協
定
第
9
条
で
は
、
先

進
国
が
新
興
国
の
気
候
変
動
対
策
の
た
め

の
資
金
を
支
援
す
る
と
定
め
ら
れ
て
お
り
、

現
在
、
先
進
国
は
25
年
ま
で
年
間

1
0
0
0
億
㌦
以
上
の
資
金
支
援
（
含
む

民
間
）
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
今
年
6
月

の
G
7
首
脳
会
談
で
も
資
金
目
標
に
関
す

る
議
論
が
行
わ
れ
、
声
明
文
で
公
的
支
援

の
拡
大
に
言
及
し
て
い
る
。
C
O
P
26
で

は
、
25
年
ま
で
の
資
金
目
標
の
引
き
上
げ

や
25
年
以
降
の
支
援
強
化
に
つ
い
て
の
議

論
が
期
待
さ
れ
る
。
ま
た
、
資
金
目
標
に

お
い
て
は
、
公
的
支
援
だ
け
で
な
く
、
民

（注）追加対策なしの温暖化シナリオでの風水害等に伴う経済影響。
従来の成長が維持されるベースラインシナリオからの実質GD
Ｐの乖離。 95パーセンタイルの影響。

（出所）NGFS「NGFS climate scenarios for central banks and 
supervisors」（2021年6月）

〈図表3〉温暖化に伴う経済影響

-20 -15 -10 -5
0

% GDP

（出所）経済産業省資料等を基に日本総研作成

〈図表4〉市場メカニズムのイメージ

クレジット
による移転

低炭素技術の普及など

（わが国の 2国間クレジット〈JCM〉）

日本 パートナー（新興国等）

日本のCO2 削減に
カウント

日本の貢献による
 CO2 排出削減

CO2 排出量 CO2 排出量
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間
資
金
の
導
入
拡
大
も
重
要
で
あ
る
。
民

間
資
金
の
導
入
を
促
す
上
で
は
、
金
融
機

関
や
投
資
家
が
安
心
し
て
投
融
資
を
行
え

る
よ
う
に
、
具
体
的
な
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン

の
計
画
や
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
（
分
類
）
の
よ

う
な
基
準
策
定
な
ど
を
進
め
る
必
要
も
あ

る
だ
ろ
う
。

　
そ
し
て
、
三
つ
目
と
し
て
、
ト
ラ
ン
ジ

シ
ョ
ン
に
向
け
た
具
体
的
な
道
筋
の
検
討

が
あ
る
。
先
進
国
を
中
心
に
50
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
標
に
掲
げ
る
国
は

増
え
て
い
る
も
の
の
、
そ
の
目
標
達
成
に

向
け
た
具
体
的
な
道
筋
は
依
然
見
え
て
い

な
い
。
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
I
E
A
）

は
、
C
O
P
26
の
討
議
資
料
と
し
て
、
50

年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
ロ

ー
ド
マ
ッ
プ
「N

et Zero by 2050

」

を
公
表
し
て
お
り
、
そ
の
中
で
具
体
的
な

マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン
を
示
し
て
い
る
（
図
表

5
）。
こ
う
し
た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
を
参

考
に
し
て
、
各
国
が
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
に

向
け
た
具
体
的
な
道
筋
を
検
討
、
共
有
す

る
こ
と
で
、
各
国
の
G
H
G
削
減
目
標
引

き
上
げ
の
議
論
に
も
つ
な
が
る
だ
ろ
う
。

な
お
、
具
体
的
な
道
筋
を
検
討
す
る
上
で

は
、
深
刻
な
移
行
リ
ス
ク
の
顕
在
化
を
回

避
す
る
た
め
に
、
各
国
の
状
況
を
踏
ま
え

た
目
標
設
定
が
重
要
と
な
る
。
I
E
A
が

示
し
た
マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン
を
見
て
も
、
例

え
ば
、
35
年
に
先
進
国
の
発
電
の
脱
炭
素
、

40
年
に
新
興
国
を
含
む
発
電
の
脱
炭
素
と

い
う
よ
う
に
、
先
進
国
が
先
行
し
て
、
新

興
国
が
遅
れ
て
達
成
す
る
形
と
な
っ
て
い

る
。
N
G
F
S
の
気
候
シ
ナ
リ
オ
で
も
、

経
済
影
響
が
小
さ
い
シ
ナ
リ
オ
①
「
秩
序

あ
る
50
年
脱
炭
素
」
に
お
け
る
主
要
国
の

二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
み
る
と
、
先
進
国

で
は
40
年
代
に
ゼ
ロ
と
な
り
、
新
興
国
で

は
中
国
が
60
年
ご
ろ
、
イ
ン
ド
は
80
年
ご

ろ
に
ゼ
ロ
と
な
る
想
定
と
な
っ
て
い
る
。

先
進
国
は
具
体
的
検
討
を

　
す
で
に
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

を
宣
言
し
て
い
る
先
進
国
に
は
、

C
O
P
26
後
を
見
据
え
て
、
具
体
的
な
気

候
変
動
対
策
の
検
討
が
求
め
ら
れ
る
。
具

体
策
の
検
討
で
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
マ
イ
ナ
ス
影
響
、
す
な
わ
ち
移
行

リ
ス
ク
を
よ
り
精
緻
に
分
析
す
る
こ
と
が

必
要
と
な
る
。
今
年
7
月
に
E
U
が
主
要

国
・
地
域
で
初
め
て
示
し
た
政
策
パ
ッ
ケ

ー
ジ
「Fit for 55

」
に
対
し
て
は
、
産

業
界
か
ら
マ
イ
ナ
ス
影
響
を
懸
念
す
る
声

が
出
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
18
年
以
降
、

燃
料
税
引
き
上
げ
に
反
発
し
た
市
民
ら
に

よ
る
「
黄
色
い
ベ
ス
ト
運
動
」
が
激
化
し

た
経
験
も
あ
り
、
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行

に
伴
う
市
民
の
負
担
増
加
へ
の
警
戒
も
根

強
い
。
気
候
変
動
対
策
の
推
進
に
は
、
市

民
や
企
業
の
理
解
、
協
力
が
不
可
欠
で
あ

り
、
移
行
リ
ス
ク
を
精
緻
に
分
析
し
て
、

政
策
運
営
に
反
映
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重

要
と
な
る
。
先
進
国
に
お
い
て
具
体
策
の

検
討
が
進
め
ら
れ
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
知
見

が
蓄
積
さ
れ
て
い
く
こ
と
は
、
そ
の
後
、

新
興
国
に
お
い
て
具
体
策
を
検
討
す
る
際

に
役
立
つ
だ
ろ
う
。

　
21
年
は
、
英
国
が
C
O
P
26
議
長
国
と

G
7
議
長
国
を
務
め
、
イ
タ
リ
ア
が
G
20

議
長
国
を
務
め
る
な
ど
、
国
際
政
治
の
観

点
で
も
、
気
候
変
動
対
応
に
積
極
的
な
欧

州
が
国
際
的
な
議
論
を
主
導
し
て
取
り
組

み
が
進
展
し
や
す
い
環
境
に
あ
る
。
英
国

と
イ
タ
リ
ア
が
連
携
す
る
動
き
も
み
ら
れ
、

両
国
は
6
月
の
G
7
開
催
に
合
わ
せ
て
共

同
で
声
明
を
発
表
し
、
C
O
P
26
に
向
け

て
1
・
5
度
目
標
達
成
の
た
め
の
行
動
を

加
速
す
る
こ
と
を
コ
ミ
ッ
ト
し
て
い
る
。

来
年
の
G
20
議
長
国
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、

C
O
P
27
の
開
催
国
は
未
定
な
が
ら
エ
ジ

プ
ト
が
名
乗
り
を
上
げ
て
い
る
。
今
回
、

新
興
国
を
含
め
て
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
へ
の
一
歩
を
踏
み
出
す
こ
と
が
で

き
れ
ば
、
来
年
、
新
興
国
主
導
で
気
候
変

動
対
策
を
推
進
す
る
流
れ
を
生
み
出
す
こ

と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。

　
気
候
変
動
は
地
球
規
模
の
問
題
で
あ
り
、

一
部
の
国
だ
け
が
積
極
的
に
取
り
組
ん
で

も
解
決
で
き
な
い
。
世
界
各
国
は
、

C
O
P
26
と
い
う
重
要
な
国
際
議
論
の
場

を
有
効
に
活
用
し
て
、
世
界
が
一
体
と
な

っ
て
取
り
組
む
体
制
を
つ
く
り
上
げ
、
50

年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
て
着

実
に
前
進
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

（出所）IEA「Net Zero by 2050」

〈図表5〉IEAが示した主なマイルストーン

航空燃料の
5割が低排出

ガソリン車等の
販売中止

大型トラック販売の
5割が電気自動車

新車販売の6割が
電気自動車

炭素回収無し石炭
火力発電開発中止

石油・ガス田、石炭
鉱山開発中止

化石燃料ボイラー
販売中止

新規建物の
脱炭素

先進国で炭素回収
無し石炭火力発電
段階的廃止

先進国で
発電の脱炭素

40億 t
CO2回収

2021 25 30 35 40 45 50（年）

建物 輸送 電力 その他

既存建物の
5割が脱炭素

発電の脱炭素

燃料を用いた
暖房5割以下

既存建物の
85％が脱炭素

発電の7割が
太陽光・風力

76億 t
CO2回収


